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(57)【要約】
【課題】試料構造のスケールが測定装置の空間分解能と
同程度以下の場合でも、精度よく判別を行う。
【解決手段】テラヘルツ波を用いて試料１０４を構成す
る物質を判別する測定装置１００であって、試料にテラ
ヘルツ波を照射する照射部１３０と、試料を透過又は試
料で反射したテラヘルツ波を検出する検出部１０７と、
検出部の検出結果を用いて測定スペクトルを取得するス
ペクトル取得部１０８と、試料の構造の大きさに関する
情報を取得する構造取得部１３１と、前記測定スペクト
ルと複数のスペクトルとを用いて、試料を構成する物質
を判別する判別部１３２と、を有する。判別部は、前記
情報に基づいて、試料の物質の判別に用いる前記測定ス
ペクトルの周波数範囲を設定する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　テラヘルツ波を用いて試料を構成する物質を判別する測定装置であって、
　前記試料にテラヘルツ波を照射する照射部と、
　前記試料を透過又は前記試料で反射したテラヘルツ波を検出する検出部と、
　前記検出部の検出結果を用いて測定スペクトルを取得するスペクトル取得部と、
　前記試料の構造の大きさに関する情報を取得する構造取得部と、
　前記測定スペクトルと複数のスペクトルとを用いて、前記試料を構成する物質を判別す
る判別部と、を有し、
　前記判別部は、前記情報に基づいて、前記試料の物質の判別に用いる前記測定スペクト
ルの周波数範囲を設定する
ことを特徴とする測定装置。
【請求項２】
　前記判別部は、前記試料上に前記周波数範囲のテラヘルツ波が照射された場合の照射領
域が前記試料の構造の大きさ以下となるように、前記測定スペクトルの前記周波数範囲を
設定する
ことを特徴とする請求項１に記載の測定装置。
【請求項３】
　前記試料の画像を撮像する撮像部を有し、
　前記構造取得部は、前記撮像部の撮像結果を用いて前記情報を取得する
ことを特徴とする請求項１又は２に記載の測定装置。
【請求項４】
　前記試料にレーザ光を照射する照射部と、
　前記試料を透過又は前記試料で反射したレーザ光を検出する光検出部と、を有し、
　前記構造取得部は、前記光検出部の検出結果を用いて前記情報を取得する
ことを特徴とする請求項１又は２のいずれか一項に記載の測定装置。
【請求項５】
　前記構造取得部は、複数の物質の材質と前記複数の物質それぞれの構造の大きさの代表
値とを含むデータベースから前記情報を取得する
ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれか一項に記載の測定装置。
【請求項６】
　前記判別部は、前記測定スペクトルと前記複数のスペクトルそれぞれとを比較して、前
記複数のスペクトルのうち前記測定スペクトルと一致条件を満たすスペクトルの取得に用
いた物質が前記試料を構成する物質であると判別し、前記複数のスペクトルのうち前記測
定スペクトルと一致条件を満たすスペクトルがない場合は、前記測定スペクトルの前記周
波数範囲を変更する
ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか一項に記載の測定装置。
【請求項７】
　前記判別部は、前記測定スペクトルの多変量解析を行って前記測定スペクトルの特徴値
を抽出し、取得した前記特徴値と予め取得された前記複数のスペクトルの複数の特徴値と
に基づいて、前記試料を構成する物質を判別する
ことを特徴とする請求項１乃至６のいずれか一項に記載の測定装置。
【請求項８】
　前記多変量解析は、主成分分析であり、
　前記判別部は、前記複数のスペクトルを主成分分析して取得した主成分スコアと、前記
測定スペクトルを主成分分析して取得した主成分スコアと、に基づいて前記試料を構成す
る物質を判別する
ことを特徴とする請求項７に記載の測定装置。
【請求項９】
　前記検出部は、前記試料で反射したテラヘルツ波を検出し、
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　前記測定スペクトルおよび前記複数のスペクトルは、反射率スペクトルである
ことを特徴とする請求項１乃至８のいずれか一項に記載の測定装置。
【請求項１０】
　前記検出部は、前記試料を透過したテラヘルツ波を検出し、
　前記測定スペクトルおよび前記複数のスペクトルは、透過率スペクトルである
ことを特徴とする請求項１乃至８のいずれか一項に記載の測定装置。
【請求項１１】
　前記測定スペクトルおよび前記複数のスペクトルは、複素屈折率スペクトルである
ことを特徴とする請求項１乃至８のいずれか一項に記載の測定装置。
【請求項１２】
　テラヘルツ波を用いて試料の材質又は状態を判別する判別方法であって、
　前記試料にテラヘルツ波を照射する照射ステップと、
　前記試料を透過又は前記試料で反射したテラヘルツ波を検出する検出ステップと、
　前記検出ステップでの検出結果を用いて測定スペクトルを取得するスペクトル取得ステ
ップと、
　前記試料の構造に関する情報を取得するための構造取得ステップと、
　前記測定スペクトルと複数のスペクトルとを用いて、前記試料の材質又は状態を判別す
る判別ステップと、を有し、
　前記判別ステップでは、前記試料の構造に関する前記情報に基づいて、前記測定スペク
トルのうち前記試料を構成する物質の判別に用いる周波数範囲を設定する
ことを特徴とする判別方法。 
【請求項１３】
　請求項１２に記載の判別方法をコンピュータに実行させる
ことを特徴とするプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、テラヘルツ波を用いて試料を測定する測定装置および測定方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、周波数が３０ＧＨｚ以上３０ＴＨｚ以下の範囲におよぶ電磁波、いわゆるテラヘ
ルツ波を用いた様々な検査技術が開発されている。特許文献１は、試料に照射したテラヘ
ルツ波の反射光を解析することで試料表面の屈折率等を求め、結果を２次元的に可視化す
る技術が開示されている。また、特許文献２には、試料を透過したテラヘルツ波の強度分
布を、周波数を限定したうえで可視化する技術が開示されている。テラヘルツ波の透過性
を活かせること、形状について高い分解能を保ちながら試料の光学特性の分布を調べられ
ることが特徴である。
【０００３】
　一方、このように測定した試料の光学特性を、予め材質別に得ておいた光学特性と比較
して、その材質などを判別する測定方法もある。特許文献３は、生体試料の測定でこれを
試みたもので、測定した光学特性に適切な前処理を施したのちに多変量解析を行い、測定
領域の組織やその状態を推定する方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１-１１２５４８号公報
【特許文献２】特許第５２９１９８３号
【特許文献３】特表２０１３-５３５０１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　試料の所望の領域にテラヘルツ波を照射し、得られたスペクトルから試料を構成する物
質（構成物質）を判別する場合、測定装置の空間分解能がその精度に影響する。試料に照
射されたテラヘルツ波のビーム径が空間分解能の目安である。ビーム径は照射光学系の開
口数（ＮＡ）を変えることで増減できるが、限度が存在して、波長程度以下には絞ること
ができず、これがテラヘルツ波を用いた測定の空間分解能の限界を定めている。例えば、
比較的容易に扱える３００ＧＨｚ以上３ＴＨｚ以下の周波数範囲帯のテラヘルツ波の波長
は、約１ｍｍ以上１００μｍ以下の範囲に相当する。
【０００６】
　試料の構造の大きさ（以下、スケールとも記す）が空間分解能より小さいと、テラヘル
ツ波を用いた試料の構成物質の判別の精度が低下することがある。また、試料構造のスケ
ールが空間分解能と同程度の場合でも、慎重な解析が必要なことがあった。得られるスペ
クトルの形状が試料の構造の影響を受けて変化するため、予め得ておいたスペクトルとの
比較対照が難しいからである。こうした場合、測定領域を構成する物質の判別の精度が低
下することがある。
【０００７】
　本発明は、かかる課題に鑑みてなされたもので、試料構造のスケールが測定装置の空間
分解能と同程度以下の場合でも、精度よく判別を行うことができる測定装置及び測定方法
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一側面としての測定装置は、テラヘルツ波を用いて試料を構成する物質を判別
する測定装置であって、前記試料にテラヘルツ波を照射する照射部と、前記試料を透過又
は前記試料で反射したテラヘルツ波を検出する検出部と、前記検出部の検出結果を用いて
測定スペクトルを取得するスペクトル取得部と、前記試料の構造の大きさに関する情報を
取得する構造取得部と、前記測定スペクトルと複数のスペクトルとを用いて、前記試料を
構成する物質を判別する判別部と、を有し、前記判別部は、前記情報に基づいて、前記試
料の物質の判別に用いる前記測定スペクトルの周波数範囲を設定することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の一側面としての測定装置によれば、試料構造のスケールが測定装置の空間分解
能と同程度以下の場合でも、精度よく判別を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】第１の実施形態の測定装置の全体構成図。
【図２】第１の実施形態の観察部の構成を説明する図。
【図３】第１の実施形態のビーム径の周波数依存性を説明するための図。
【図４】第１の実施形態の試料の構造と測定スペクトルとの関係を説明するための図。
【図５】第１の実施形態の測定方法のフローチャート。
【図６】第２の実施形態の観察部の構成を説明する図。
【図７】第３の実施形態の測定装置の全体構成図。
【図８】第４の実施形態の測定装置の全体構成図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　テラヘルツ波を用いた測定によって試料を構成する物質（構成物質）を判別する場合、
解析に用いるスペクトルの周波数範囲を広く設定する方が、試料の材質や状態の推定に有
利である。周波数範囲の広いテラヘルツ波を用いてスペクトルを取得した方が、情報量が
多く、試料の光学特性を比較する範囲が広いほど多様な試料を判別できるからである。
【００１２】
　しかしながら、照射したテラヘルツ波の周波数の中で最も低い周波数のテラヘルツ波で
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の空間分解能が、試料の構造の大きさ（スケール）を上回ると、測定スペクトルは複数の
物質の情報を含むため、試料を構成する物質の判別の精度が低下することがある。それを
回避するためには、高周波数側の帯域を使用して空間分解能を上げればよいが、その場合
、試料に照射されるテラヘルツ波の周波数範囲が狭くなるため、構造が均一で試料の構造
のスケールが大きい領域での判別の精度が低下する。
【００１３】
　そこで、以降の実施形態では、試料の測定点に応じて、判別に用いる測定スペクトルの
周波数範囲を変更する。具体的には、以降の実施形態では、試料の構造の大きさに関する
情報を取得し、その情報を用いて判別の際に使用する測定スペクトルの周波数範囲を設定
する。そして、設定した周波数範囲で、予め取得しておいた複数の物質又は物質の状態ご
とのスペクトル（標本スペクトル）との類似の程度を取得し、スペクトルの類似の程度か
ら試料が標本スペクトルの取得に用いた複数の物質のいずれのものにあたるかを判別する
。このような構成にすることにより、測定点毎に、判別に用いる測定スペクトルの周波数
範囲を適宜設定できるため、試料の構造のスケールが測定系の空間分解能と同程度の場合
でも、試料を構成する物質の判別の精度を向上できる。
【００１４】
　ここで、本明細書の「試料の構造」とは、試料上のテラヘルツ波が照射されている領域
（照射領域）内における、試料を構成する物質の組合せ及びその配置であると定義する。
なお、試料を構成する物質には、組成が異なる物質に限らず、同じ組成の物体であっても
照射されたテラヘルツ波の散乱の様子が異なる等、状態が異なる物体も含む。また、「試
料の構造の大きさ（スケール）」は、テラヘルツ波の照射領域内における、試料を構成す
る１つ又は複数の物質それぞれの面積等である。
【００１５】
　以降の実施形態では、試料の構造の大きさに関する情報として、各物質それぞれの面積
、又は、任意の方向における長さ等を取得する。たとえば、波長が１００μｍ以上１ｍｍ
以下の周波数領域のテラヘルツ波を用い、同程度の分解能でもって生体試料を測定する場
合を考える。直径が１０μｍ前後と分解能以下の一般的な細胞や、それらが一様に分布す
る組織は、同質な材料として扱われる。
【００１６】
　一方、照射領域内の組織中に直径５００μｍの別の組織があれば、その試料の構造のス
ケールは５００μｍである。正常な組織中に、生物学上は同じ組織でありながら腫瘍等で
変質した異常な組織が存在する場合も同様に考える。
【００１７】
　スケール把握手段の詳細については後述するが、試料の照射領域のスケールを反映した
量を可視光の反射率や画像解析から求める。
【００１８】
　「スペクトルの類似の程度」は、あるスペクトルと別のスペクトルとの一致の度合いを
定量的に示したものである。たとえば、多変量解析等により少数の特徴値（特徴量）を算
出し、特徴値空間内での距離をもって類似の程度とする。あるいは単純に、複数の周波数
におけるスペクトル間の光学特性の差、又は、差もしくは差の二乗を広い周波数範囲にわ
たって積算・規格化した値等でもよい。構成物質の判別には、あるデータ列が既知の範疇
（カテゴリ）のいずれに属するかを統計的に選択する手法を用いる。例えば、先の少数の
特徴値とカテゴリの組を事前に学習しておき、測定スペクトルが各カテゴリに属する確率
を算出する。この確率を類似の程度と読み替えても良く、最も高い確率値を得たカテゴリ
を判別結果として採用する。
【００１９】
（第１の実施形態）
　第１の実施形態の測定装置１００（以下、「装置１００」と呼ぶ）について図面を用い
て詳細に説明する。装置１００は、試料１０４にテラヘルツ波２０１を照射し、試料１０
４で反射した後のテラヘルツ波２０２の時間波形を取得するテラヘルツ波時間領域分光装
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置（ＴＨｚ　Ｔｉｍｅ－Ｄｏｍａｉｎ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ装置：ＴＨｚ－ＴＤＳ
装置）である。装置１００は、テラヘルツ波２０２の時間波形から測定スペクトルを取得
し、測定スペクトルを用いて試料の構成物質を判別し表示する。代表的な装置構成につい
て述べてから、分解能と測定スペクトルの関係、測定および処理の手順、及びその効果に
ついて説明する。
【００２０】
　図１は、装置１００の構成を説明する図である。装置１００は、匡体１１５内に、ステ
ージ１０５、遅延部１０６、テラヘルツ波検出部１０７（以下「検出部１０７」と呼ぶ）
、ハーフミラー１１１、第１の集光部１１４、観察部１２０、及びテラヘルツ波照射部１
３０（以下「照射部１３０」と呼ぶ）を有する。照射部１３０は、テラヘルツ波発生部１
０２（以下、「発生部１０２」と呼ぶ）と、テラヘルツ波２０１を集光して試料１０４に
導く光学系である第２の集光部１０３と、を有する。また、装置１００は、匡体１１５の
外部に光源１０１、スペクトル取得部１０８、発振器１０９、電源１１０、制御部１１２
、ＰＣ１１３、記憶部１１６、構造取得部１３１、及び判別部１３２、を有する。
【００２１】
　試料１０４に照射するテラヘルツ波２０１は、フェムト秒オーダの超短パルス光を利用
して発生させる。超短パルス光は、光源１０１から出力される。ここで、超短パルス光と
は、パルス幅がフェムト秒オーダのパルス光を指す。本実施形態の光源１０１は、パルス
幅が１０フェムト秒以上１００フェムト秒以下のフェムト秒レーザ光（以下、単に「光」
と呼ぶ）を出力する。
【００２２】
　光源１０１から出力された光は、ハーフミラー１１１で分岐され、一方は発生部１０２
に、他方は光遅延部１０６を介して検出部１０７に照射される。発生部１０２は、光が入
射することによりテラヘルツ波パルス（以下、単に「テラヘルツ波」と呼ぶ）２０１を発
生するテラヘルツ波源である。発生部１０２には、既知の光伝導素子や半導体、非線形光
学媒質などを用いることができる。本実施形態では発生部１０２として光伝導素子を用い
る。光伝導素子には電源１１０により外部から電圧（以下、バイアス電圧）が印加される
。その状態で光伝導素子に光を照射することで、バイアス電圧に略比例する強度のテラヘ
ルツ波２０１が発生する。発生したテラヘルツ波２０１は集光部１０３によって集光され
、試料１０４の表面に照射される。集光部１０３には様々な形態があり得るが、光伝導素
子を用いた光源ではＳｉ製のレンズと放物面鏡の組み合わせが典型的に用いられる。
【００２３】
　次いで試料１０４の周辺の構成について説明する。試料１０４は不図示の治具を用いて
ステージ１０５に配置されている。治具の位置や角度は、試料１０４上におけるテラヘル
ツ波２０１の照射領域１２１が、試料１０４の所望の測定点と一致するよう適宜調整され
る。ステージ１０５は制御部１１２からの信号に従って試料１０４を移動させる。試料１
０４と照射領域１２１との相対位置を適宜変えることによって、試料１０４上の所望の位
置（測定点）に照射領域１２１を合わせることができる。テラヘルツ波２０１の照射領域
１２１には、後述の観察部１２０からの光が焦点を結ぶように構成されている。
【００２４】
　なお、図１には大気中を伝播するテラヘルツ波２０１を試料１０４に直接照射する構成
を示したが、平板状のテラヘルツ波透過部材（以下、「窓」とも言う）を試料１０４に密
着させ、窓越しにテラヘルツ波２０１を試料１０４に照射する構成としてもよい。窓は治
具の一部として試料１０４を固定し、測定点の位置決めを容易にする効果がある。
【００２５】
　試料１０４で反射した後のテラヘルツ波２０２の検出は、いわゆる時間分解分光法（Ｔ
Ｈｚ－ＴＤＳ法）の原理を用いて行われる。試料１０４で反射したテラヘルツ波２０２は
第１の集光部１１４によって集められ、検出部１０７でその強度が検出される。検出部１
０７には、既存の様々な構成を使用できるが、本実施形態では光伝導素子を想定した。検
出部１０７へのテラヘルツ波２０２の集光には、放物面鏡を用いた第１の集光手段１１４
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とＳｉレンズとを用いるものとした。
【００２６】
　検出部１０７としての光伝導素子は、光が照射された極めて短い時間のみ、入射したテ
ラヘルツ波２０２の強度に略比例した電流を出力する。得られる電流は微弱なため、位相
敏感検波により、有用な成分のみを抽出することが行われる。発振器１０９は位相敏感検
波に必要な周期信号の供給源である。周期信号の一部は電源１１０に出力され、発生部１
０２のバイアス電圧を変調する。他方はスペクトル取得部１０８に供給され、検出部１０
７の出力から変調成分を抽出するために用いられる。
【００２７】
　スペクトル取得部１０８は、検出部１０７の検出結果を用いて、テラヘルツ波２０２の
時間波形及び測定スペクトルを取得する。具体的には、スペクトル取得部１０８は、検出
部１０７の検出結果としての、超短パルス光の周期的な照射に対応した時間領域（スロッ
ト）の或る時刻におけるテラヘルツ波２０２の振幅に比例した信号を取得し、時間波形を
取得する。そしてスペクトル取得部１０８は、取得した時間波形と予め参照点において取
得しておいた時間波形とを周波数軸上で比を取ることで測定点での周波数スペクトル（以
下、測定スペクトル）を算出し、これを判別部１３２に出力する。
【００２８】
　遅延部１０６は、テラヘルツ波２０２が検出部１０７で検出されるタイミングを変更す
る変更部である。遅延部１０６は、光源１０１から検出部１０７に入射する光の光路長を
制御して、検出部１０７に光が入射するタイミングを変更する。これにより、スペクトル
取得部１０８は、テラヘルツ波の振幅の時間波形を得ることができる。遅延部１０６には
例えばステージに反射鏡を取り付けたものや、光ファイバを伸縮させるものなどがある。
このほか、ほぼ同等な光を発生する光源を２台用意し（１台は発光部用、他方は検出部用
）、双方のレーザーパルスを同期させたうえで発光のタイミングを変えるという手段で、
遅延部１０６を代替することも可能である。
【００２９】
　なお、発光手段と検出手段とを収める空間及びテラヘルツ波が伝播する空間は、乾燥空
気又は窒素等を満たした筐体１１５の中に格納されている。これは、測定の際に水蒸気に
よってテラヘルツ波２０１、２０２が吸収されることを防ぎ、照射するテラヘルツ波に含
まれるノイズを減らすことを目的としている。
【００３０】
　以上の装置１００の各部の動作を制御および統括を行うのが制御部１１２である。制御
部１１２はさらにコンピュータ（ＰＣ）１１３に接続され、測定の指令や結果の授受を仲
介する。ＰＣ１１３は、測定条件の設定および結果の表示等の測定者とのインタフェース
を担当する。判別部１３２は、スペクトル取得部１０８が取得した測定スペクトルと、予
め異なる複数の材料及び状態毎に取得しておいた複数の標本スペクトルと、を比較して各
測定点における試料の構成物質を判別する。比較検討用の標本データ等は、ＰＣ１１３の
記憶部１１６に格納されており、適宜引き出して使用される。また、記憶部１１６は、図
５の測定方法のフローチャートの各ステップに対応するプログラムが記憶されており、Ｃ
ＰＵがそのプログラムを読み込んで実行することで各処理が行われる。なお、複数の標本
スペクトルは、記憶部１１６に限らず、取り外し可能な記憶媒体、又はインターネットで
接続されるクラウド等に記憶されていても良い。
【００３１】
　制御部１１２、構造取得部１３１、判別部１３２は、プロセッサ、メモリ、記憶装置、
入出力装置などを有する演算装置に含まれる。これらの一部の機能を論理回路などのハー
ドウェアで代替することもできる。なお、演算装置は汎用のコンピュータで構成してもよ
いし、ボードコンピュータやＡＳＩＣのような専用のハードウェアで構成してもよい。な
お、測定方法に関するプログラムは、このコンピュータのメモリに記憶されていても良い
。また、制御部１１２、構造取得部１３１、判別部１３２を含むコンピュータとＰＣ１１
３とが一体でもよい。
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【００３２】
　図２は本実施形態の観察部１２０の動作を説明するための図である。観察部１２０の目
的は照射領域１２１における試料の構造の大きさに関する情報を取得するための測定を行
うことにあり、本実施形態では観察用の光照射部２０３と光検出部２０４とを用いて達成
する。
【００３３】
　図２（ａ）に、観察部１２０の構成を示した。試料１０４には集光部１０３（図１参照
）からテラヘルツ波２０１が照射されている。テラヘルツ波２０１のビームは絞り込まれ
、その焦点２０５はちょうど試料１０４の表面に位置するよう調整されている。一方、試
料１０４から反射されたテラヘルツ波２０２は、集光部１１４で集光された後、検出部１
０７（図１参照）で検出される。
【００３４】
　本実施形態の観察部１２０は、観察用光源としての光照射部２０３と光検出部２０４と
を有する。光照射部２０３には、小型かつ軽量で輝度の高いレーザ２１０を発する半導体
レーザが好適である。レーザ２１０の焦点はテラヘルツ波２０１の焦点２０５と一致する
よう調整される。なお、レーザ２１０の色（波長）に特別な制限はないが、可視光領域か
ら選択することが望ましい。テラヘルツ波２０１の焦点２０５、すなわち試料１０４上の
測定点の位置を目視でき、また、テラヘルツ波２０１と比較して波長が短いため容易にビ
ーム径を絞ることが可能だからである。
【００３５】
　光検出部２０４は、試料１０４に反射された光照射部２０３からのレーザ２１１を検出
し、その強度を構造取得部１３１（図１参照）へと出力する。なお、特定の試料が対象な
ら、レーザ２１０として試料１０４の構造に対してよりコントラストの高い波長を含むレ
ーザを採用することが望ましい。試料１０４の状態によっては、そのコントラストが不足
して違いを検出できないことがある。そうした場合は、テラヘルツ波２０１のみで判別し
ているのと同等である。
【００３６】
　詳しい測定手順については後述するが、光照射部２０３からのレーザ２１０の照射は、
次のタイミングで行われる。最初は、試料１０４をステージ１０５にセットする段階であ
る。これは、試料１０４上の測定位置や範囲を確認ないし調整する目的で行われる。この
場合は、光検出部２０４は動作させなくともよい。また、レーザ２１０は、試料１０４の
各点で測定スペクトルを取得するための測定を行う前もしくは後にも試料１０４に照射さ
れる。光照射部２０３から、測定の中心点（すなわち焦点２０５）に向けてレーザ２１０
を照射し、光検出部２０４でレーザ２１１を検出する。そして、光検出部２０４からの信
号を構造取得部１３１で解析することにより、照射領域１２１における試料１０４の構造
のスケールに関する情報を取得する。
【００３７】
　このとき光照射部２０３が照射するレーザ２１０の軌跡形状の例を、図２（ｂ）および
図２（ｃ）に示した。図２（ｂ）のレーザ２１０の軌跡形状は、前者は測定点２０５を中
心とする円２０６であり、図２（ｃ）のレーザ２１０の軌跡形状は、測定点２０５で交差
する十字２０７である。光照射部２０３の先端には、微小な鏡が振動することにより、レ
ーザ２１０の照射位置を変更する簡易走査系が組み込まれている。前述の円周や十字の軌
跡形状は、この微小な鏡が照射光のスポットを走査することで形成される。円２０６及び
十字２０７の大きさは、照射領域１２１と略等しくなるよう設定される。
【００３８】
　走査用の周期信号は、構造取得部１３１へと送られている。構造取得部１３１は、光検
出部２０４の信号を該周期信号に同期して検出することで、照射領域１２１内の試料１０
４の構造のスケールに関する情報を取得する。たとえば、軌跡形状が円３０６のレーザ２
１０を照射した際、照射領域１２１内に２種の物質が隣り合う境界があれば、光検出部２
０４が出力する信号の１周期中に２度の段差が生じる。また、軌跡形状が十字２０７のレ
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ーザ２１０を照射した場合は、レーザ２１０が境界を跨ぐと、光検出部２０４の出力信号
に段差が生じる。構造取得部１３１は、光検出部２０４の出力信号に生じる段差の数から
、試料１０４の構造のおよそのスケールを把握する。レーザ２１１の振幅を調節できるな
ら、レーザ２１１の振幅を徐々に小さくしていき信号中から段差が無くなる点を見出せば
、試料１０４の構造が均一となるスケールを知ることができる。
【００３９】
　なお、光照射部２０３の先端に簡易走査系が組み込まれていない場合も、ステージ１０
５を用いて試料１０４を移動することで、ほぼ同様な効果を得ることができる。すなわち
、試料１０４上の焦点２０５の位置を走査しつつ、光検出部２０４の検出結果としての信
号を取得する。これは、テラヘルツ波を用いた測定スペクトルの測定と並行して実施して
もよいし、別途行ってもかまわない。取り込んだ信号をＰＣ１１３で解析し、各測定点の
照射領域１２１について発生した段差の数を求めることで、試料１０４の構造のスケール
に関する情報を取得する。
【００４０】
　テラヘルツ波２０１のビーム径の周波数依存性について、図３（ａ）及び図３（ｂ）を
参照して説明する。図３（ａ）は、ガウスビームであるテラヘルツ波２０１のビームプロ
ファイル（強度の空間分布）である。横軸はテラヘルツ波２０１の伝搬方向と垂直な方向
におけるテラヘルツ波２０１の断面における位置ｘ、縦軸は規格化された強度Ｉである。
任意の周波数νのテラヘルツ波２０１の強度分布が、ほぼこの形に従う。強度分布３０１
について、テラヘルツ波２０１の強度が、テラヘルツ波２０１の強度の最大値の１／ｅ２

になる２点間の距離３０２をビーム径と定義する。
【００４１】
　図３（ｂ）に、照射領域１２１におけるテラヘルツ波２０１のビーム径の一例を示した
。横軸は周波数ν（ＴＨｚ）、縦軸はビーム径ｗ（ｍｍ）である。各点はナイフエッジ法
により評価した測定値、実線（Ｙ軸）と破線（Ｘ軸）は、ビーム径がガウス分布に従うと
して、各点を通るようフィッテングした結果である。任意の周波数νにおけるビーム径ｗ
は、装置１００の光学系、特に集光部１０３の構成に依存する。絞り込みには限界があり
、空間の分解能は最良でも波長程度であることは前述した。本例では、周波数ν＝１．８
（ＴＨｚ）のテラヘルツ波のビーム径ｗが約１（ｍｍ）である。図示するように、ビーム
径ｗは周波数の増加にともない減少する。本例では、周波数ν＝０．５（ＴＨｚ）付近を
境に、より低周波側でビーム径ｗが大きく変化していることが見て取れる。
【００４２】
　図３（ｃ）に、試料１０４の光学写真像と２種類の周波数におけるビーム径を重ねて表
示した例を示す。本実施形態の試料１０４は、検体としてのヒト大腸の固定切片をＨＥ染
色して、パラフィン３０７で包埋したものである。試料１０４は、おおまかに３つの領域
、すなわち左から粘膜下層３０５、粘膜層３０６、パラフィン３０７を含み構成されてい
る。ここでは、腺癌が生じることで知られる粘膜層３０６に注目する。粘膜層３０６は、
元来大腸の内壁を覆う薄い層状の組織であって、試料１０４では幅約１（ｍｍ）の帯状の
領域であることが分かる。
【００４３】
　また、図３（ｃ）には、周波数ν＝０．５（ＴＨｚ）におけるテラヘルツ波２０１の照
射範囲３０３と、周波数ν＝１．８（ＴＨｚ）におけるテラヘルツ波２０１の照射範囲３
０４と、を示した。照射範囲３０３の直径は２．６（ｍｍ）、照射範囲３０４の直径は１
（ｍｍ）である。照射範囲３０３には粘膜下層３０５、粘膜層３０６、パラフィン３０７
の各組が混在するのに対し、照射範囲３０４は粘膜層３０６のみを含んでいる。そのため
、粘膜層３０６に着目するのであれば、試料１０４上にテラヘルツ波が照射された場合の
照射領域が、照射範囲３０４より狭い周波数範囲ν≧１．８（ＴＨｚ）の測定スペクトル
を用いて試料の構成物質を判別すべきである。なぜなら、試料１０４の構造のスケールが
ビーム径に近づくと、異なる材質部分又は状態部分の間で測定スペクトルの混合が生じる
ことがあるからである。これについて、図４を参照して詳細に説明する。
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【００４４】
　図４（ａ）に、３種の物質４０２、４０３、４０４を含む試料４０１の模式図を示した
。試料４０１表面の点４０５、４０６、４０７の各点は、測定時のテラヘルツ波２０１の
焦点を表している。各点４０５、４０６、４０７の周囲には、テラヘルツ波２０１の照射
範囲を示した。照射範囲４０９、４１１、４１３は、周波数ν１でのビーム径ｗ１の照射
範囲である。照射範囲４０８、４１０、４１２は、周波数ν２でのビーム径ｗ２の照射範
囲である。なお、周波数ν２は周波数ν１より大きい。
【００４５】
　図４（ｂ）は、各点４０５、４０６、４０７での測定で得た測定スペクトルの例を示し
ている。スペクトルの横軸は周波数、縦軸は反射率とした。測定スペクトル４１５は点４
０５を焦点としてテラヘルツ波２０１を照射して取得した反射率スペクトル、測定スペク
トル４１６は点４０６を焦点としてテラヘルツ波２０１を照射して取得した反射率スペク
トルである。測定スペクトル４１７は、点４０７を焦点としてテラヘルツ波２０１を照射
して取得した反射率スペクトルである。また、標本スペクトル４１８は物質４０３単独で
の反射率スペクトルである。
【００４６】
　点４０７を焦点とした場合、周波数ν１での照射範囲４０９よりも広い範囲に物質４０
４が均等に分布する。測定スペクトル４１７は、物質４０４単独での反射率スペクトル（
不図示）と良く一致するため、照射範囲４０９の構成物質の判別は容易である。これは点
４０５を焦点として照射範囲４１２にテラヘルツ波を照射した場合も同様で、測定スペク
トル４１５は物質４０２単独での反射率スペクトル（不図示）と良く一致する。このこと
は、ビーム径ｗ１とビーム径ｗ２との何れのテラヘルツ波を用いても同様である。そのた
め、点４０５、４０７を測定点として取得した測定スペクトルから、試料１０４の構成物
質の判別を行う場合は、測定スペクトルの周波数範囲を広く設定する。
【００４７】
　一方、点４０６を焦点とした場合は、先の図３（ｃ）と似た状況、すなわち試料１０４
の構造のスケールとビーム径（照射範囲４１０）とが同程度となっている。ビーム径ｗ２

の照射範囲４１２は物質４０３の領域のみをカバーしているが、ビーム径ｗ１の照射範囲
４１１では物質４０２、４０４の領域も含んでいる。そのため、測定スペクトル４１６は
、標本スペクトル４１８と高周波側４２１（ν２≦ν≦ν３）では一致条件を満たすもの
の、低周波側４２０（ν１≦ν≦ν２）では乖離する。これは、測定した反射率スペクト
ル４１６が各物質のスペクトルの混合であることに一因がある。その割合はビーム径ｗ（
ν）の照射範囲に含まれる各物質の面積比に略比例し、面積比は測定点の位置によって変
わる。このため、試料１０４の構造のスケールがビーム径と同程度な状況において、低周
波側のスペクトルは試料１０４の構成物質の判別に適していない。この場合、高周波側（
周波数範囲４２１）の測定スペクトル及び標本スペクトルを用いて判別する必要がある。
【００４８】
　ただ、試料１０４の全ての測定点で周波数範囲を限定すると、試料１０４のその他の部
分での判別精度が低下してしまう。そこで、本実施形態では、試料１０４の構造のスケー
ルに関する情報を取得して、試料１０４に対するテラヘルツ波２０１の照射位置に応じて
、測定点毎に、判別に用いる測定スペクトルの周波数範囲を設定する。
【００４９】
　ここで、測定の際に任意の周波数範囲のテラヘルツ波を試料１０４に照射できるなら、
物理的なビーム径の制御を通じて先に述べたスペクトルの混合を回避できることになる。
しかし、その様にするには、発光素子や絞り、光学フィルタなど、大規模な光学系を追加
する必要がある。また、テラヘルツ波２０１のビーム径は、波長によって最小値が決まる
ため、所望のビーム径に絞ることができないことがある。そのため、本実施形態のように
、照射するテラヘルツ波の周波数範囲は変えずに、着目する測定スペクトルの周波数範囲
を数値的に選択することが望ましい。なお、ここでは測定スペクトルとして反射率スペク
トルを例にとったが、透過率スペクトル又は屈折率スペクトル、吸収係数スペクトルでも
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よい。
【００５０】
　本実施形態における測定方法のフローチャートを図５（ａ）～図５（ｃ）に示した。図
５（ａ）は測定開始から終了までの大まかな手順を示している。試料１０４の測定範囲が
決まれば、テラヘルツ波を照射する位置を変えながら測定する測定プロセスの繰り返しと
なる。測定方法を図５（ｂ）に示した。各測定点でスペクトルが得られたら、予め取得し
ておいた既存の材料ごとのスペクトルと比較し、測定した試料に該当する材料の候補を推
定する。その識別手順を図５（ｃ）に示した。
【００５１】
　なお、測定スペクトルを用いて試料１０４の構成物質を判別するには、事前に判別器を
作成、用意しておく必要がある。判別器とは、予め取得しておいた既存の物質毎の標本ス
ペクトルを用いて判別を行うためのサブルーチン等のことである。判別器の作成方法は図
５に含まれていないが、判別の成否にかかわるので後述する。
【００５２】
　ステップＳ５０１では、試料１０４をステージ１０５に配置して、試料１０４と照射領
域１２１との相対位置を調整する。具体的には、不図示の治具を用いて試料１０４の測定
面の高さや傾きを適正な位置にセットし、また所望の測定点がテラヘルツ波の照射領域１
２１に来るように平面上の位置を調整する。調整終了後、試料１０４の表面を撮像してお
くと良い（ステップＳ５０２）。
【００５３】
　ステップＳ５０３では、測定する試料１０４の種類及び測定回数、判別に用いる測定ス
ペクトルの種類等の測定条件を設定する。試料１０４の任意の領域を測定する場合は、測
定したい範囲及び測定点の間隔等も測定情報として設定する。これらの測定情報は、ユー
ザによって選択され、ＰＣ１１３に入力される。ＰＣ１１３は、この入力内容を受けて、
測定結果を識別する際に使う判別器及び関連データを記憶部１１６から引き出して用意す
る。引き続くステップＳ５０４では、入力した測定条件に基づいて装置１００がテラヘル
ツ波を用いて試料１０４の測定を行う。
【００５４】
　その後、スペクトル取得部１０８が、時間波形を取得し、得られた時間波形をフーリエ
変換して測定スペクトルが算出される。また、ステップＳ５０４では、観察部１２０によ
る可視光を用いた測定領域１２１の測定も行う。ステップＳ５０５では、構造取得部１３
１が、観察部１２０の光検出部２０４の検出結果を用いて試料１０４の構造のスケールに
関する情報を取得する。ステップＳ５０４、Ｓ５０５は、ステップＳ５０３で指定した測
定点の全ての測定が終了するまで繰り返し行われる。
【００５５】
　ステップＳ５０６では、判別部１３２が、各測定点について、試料１０４の構成物質を
判別する。判別部１３２の判別には、ステップＳ５０４で得た測定スペクトル、ステップ
Ｓ５０５で得た試料１０４の構造のスケールに関する情報、及びスペクトルの種類などを
もとに決めた判別器を用いる。最後に、ステップＳ５０７では、得られた結果、すなわち
１点の測定であれば測定スペクトルや判別結果を、任意の領域の測定であれば判別結果の
分布等の結果を表示し、一連の測定を終了する。
【００５６】
　試料１０４を測定するステップＳ５０４の詳細なフローチャートを、図５（ｂ）に示し
た。領域を測定するよう設定した場合、以降は繰り返しの作業（ステップＳ５１１）とな
る。ステップＳ５１２では、制御部１１２がステージ１０５を動作させて、試料１０４上
の測定点を装置１００の照射領域１２１に一致させる。ついで、ステップＳ５１３では、
観察部１２０により照射領域１２１における試料１０４の構造のスケールを測定する。そ
の後、ステップＳ５１４で照射部１３０がテラヘルツ波２０１を試料１０４に照射する。
ステップＳ５１５では、スペクトル取得部１０８が、検出部１０７の検出結果を用いてテ
ラヘルツ波２０２の時間波形を取得する。
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【００５７】
　ステップＳ５１６ではテラヘルツ波２０２の時間波形を用いて測定スペクトルを取得す
る。測定スペクトルとしては、たとえば、測定で取得した時間波形と参照用の時間波形の
周波数軸上の比からは（複素振幅）反射率スペクトルが求まる。参照用の時間波形は、例
えば、試料１０４の位置に反射ミラーを置き、これにテラヘルツ波２０１を照射して反射
ミラーで反射したテラヘルツ波２０２を検出した検出結果から取得できる。屈折率スペク
トル、吸収係数スペクトルは、この反射率スペクトルから算出する。透過部材（窓）越し
の測定の場合はスペクトルの取得方法がやや複雑になるが、窓から試料１０４への複素振
幅反射率をまず求め、ついで大気中での反射率に変換し、最後に屈折率や吸収係数へ変換
する。以上のステップＳ５１２～Ｓ５１６を、全ての測定箇所で実施したならループを抜
ける（ステップＳ５１７）。
【００５８】
　また、各点の構成物質を判別するステップＳ５０６の詳細を図５（ｃ）に示した。ここ
でも、領域を測定するよう設定した場合、以降は繰り返しの作業（ステップＳ５２１）と
なる。
【００５９】
　ステップＳ５２２では、判別部１３２が、先にステップＳ５０５で取得しておいた試料
１０４の構造のスケールに関する情報をもとに、判別で用いる適切なスペクトル周波数範
囲を決定する。続くステップＳ５２３では、判別部１３２が、ステップＳ５０３で指定し
た試料１０４の種類、判別に用いるスペクトルの種類、及び、ステップＳ５２２で設定し
た周波数範囲から、最適な判別器を決定する。ステップＳ５２４では、判別部１３２が、
測定スペクトルの前処理を行う。これを換言すると、判別部１３２は、ステップＳ５１６
で得た測定スペクトルを識別用に加工する。具体的には、測定スペクトルから、判別に用
いる周波数範囲の値を抽出し、所定の周波数間隔毎に平均してデータ数を減らし、さらに
ステップＳ５２３で決定した判別器に付属する関連データを用いて、主成分軸上の主成分
スコアへと変換する。
【００６０】
　ステップＳ５２５では、先のステップＳ５２４で求めた主成分スコア値をステップＳ５
２３で決定した判別器にかける。その結果、例えば、物質４０２、４０３、４０４である
事後確率が順に１０％、７５％、１５％となった場合は、測定スペクトルは、物質４０３
のスペクトルと類似の程度が最も高いことが分かる。よって、測定点は物質４０３である
可能性が最も高いと推定できる。以上のステップＳ５２２～Ｓ５２５を、全ての測定箇所
で実施したらループを抜ける（ステップＳ５２６）。
【００６１】
　ここで判別器について説明する。あるデータ列が既知のカテゴリのいずれに属するかを
求める統計的な手法として、様々な種類の判別器が提案されている。ここでは、多変量解
析の一種である主成分分析（Ｐｒｉｎｃｉｐａｌ　Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔ　Ａｎａｌｙｓｉ
ｓ：ＰＣＡ）と線形判別分析（Ｌｉｎｅａｒ　Ｄｉｓｃｒｉｍｉｎａｎｔ　Ａｎａｌｙｓ
ｉｓ：ＬＤＡ）とを組み合わせて作成した判別器を用いた。ＰＣＡは特徴抽出によるデー
タ点数圧縮を目的とし、ＬＤＡは判別を目的としている。
【００６２】
　ＬＤＡは、判別器の作成の際に事前の学習が必要であり、物質の種類毎又は状態毎に用
意した複数の標本スペクトルを含むデータ列を所定の手順で計算することで、データ列か
ら物質の種類又は状態への対応づけを行う。この学習作業は、データ列の条件を揃える必
要がある。そこで、スペクトルの種類や試料の種類、周波数範囲毎に予め判別器を作成し
、ＰＣ１１３の記憶部１１６に格納しておく。その他の判別手法としては、単純ベイズ分
類、サポートベクターマシン、決定木学習であるＡｄａｂｏｏｓｔやＲａｎｄｏｍ　Ｆｏ
ｒｅｓｔ、人工ニューラルネット、といったものが挙げられる。試料の特性や装置の性能
に適したものを適宜選択する。
【００６３】
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　本実施形態では、構造取得部１３１が試料１０４の構造の大きさに関する情報を取得し
、取得した情報を用いて、判別に用いる測定スペクトルの周波数範囲を決定する。このよ
うな構成にすることにより、測定点毎に、試料１０４の構造のスケールに応じて適した周
波数範囲での判別を行うことができるため、周波数範囲を変更しない場合と比較して判別
の精度を向上できる。
【００６４】
（第２の実施形態）
　第２の実施形態の測定装置について、図６を参照して説明する。本実施形態は、観察部
１２０の構成および動作が第１の実施形態と異なる。その他の構成は、装置１００と同様
である。本実施形態の観察部１２０は、撮像部６０１を有し、試料１０４の照射領域１２
１を含む領域６０２を撮像する。撮像結果としての画像は、ユーザが適宜モニタ可能なよ
うに構成するとよい。構造取得部１３１は、観察部１２０が取得した画像の照射領域１２
１にあたる部分を解析し、試料１０４の構造のスケールに関する情報を求める。本実施形
態の測定装置について、第１の実施形態と共通する部分については説明を省略する。
【００６５】
　図６（ａ）は、本実施形態における観察部１２０の構成を説明する図である。照射部１
３０は、テラヘルツ波２０１を試料１０４上の焦点２０５に集光して照射する。照射領域
１２１で反射して返ってきたテラヘルツ波２０２は、集光部１１４を経て検出部１０７で
検出される。
【００６６】
　観察部１２０は、光照射部２０３と撮像部６０１とを有する。光照射部２０３からは、
試料１０４上の測定点の位置を確認するためのレーザ２１０が焦点２０５に向けて照射さ
れる。たとえば、図５に示した測定方法の、試料１０４をセットするステップ（Ｓ５０１
）において、光の照射と位置確認および試料位置の調整が行われる。
【００６７】
　本実施形態では、観察部１２０に試料１０４を撮像する撮像部６０１が追加される。撮
像部６０１は、小型のＣＣＤカメラ又は内視鏡等を用いるとよい。撮像部６０１は、筐体
１１５内で、且つ、テラヘルツ波２０１、２０２を遮らない位置に配置される。その撮像
範囲６０２は、焦点２０５近傍の照射領域１２１が含まれるように調整されている。撮像
部６０１による撮像のタイミングは、制御部１１２によって制御されており、取得した画
像は構造取得部１３１へと送られる。
【００６８】
　観察部１２０及び試料１０４の別の配置例を図６（ｂ）に示した。図６（ｂ）の構成は
、試料１０４を窓６０３越しに測定する構成である。試料１０４は、窓６０３と測定した
い面（測定面）６０４とが接するように配置される。テラヘルツ波２０１は、該測定面６
０４上の焦点２０５に向けて集光されながら照射され、照射領域１２１で反射して返って
きたテラヘルツ波２０２は、検出部１０７により検出される。前述の構成と同様に、測定
点の確認用に、焦点２０５に向けて光照射部２０３からレーザ２１０が照射される。
【００６９】
　また、観察部１２０は、筐体１１５内にあり、且つ、撮像部６０１がテラヘルツ波２０
１、２０２を遮らないように配置される。また、撮像部６０１の撮像範囲６０２が、焦点
２０５近傍の照射領域１２１を含むように構成される。なお、試料１０４が薄片状である
など、測定面６０４の試料の構造を試料１０４の裏面から観察できる場合には、観察部１
２０を、窓６０３の試料１０４側に配置してもよい。
【００７０】
　撮像部６０１による撮像は、図５のステップＳ５１３のスケール測定の段階において行
う。観察部１２０が試料１０４上の撮像範囲６０２の画像を取得後、その撮像結果を構造
取得部１３１は、照射領域１２１内での面積比を算出するために画像解析によって物質を
粗く分類する。そして、照射領域１２１におけるテラヘルツ波２０１の焦点を中心とする
関心領域（Ｒｅｇｉｏｎ　ｏｆ　Ｉｎｔｅｒｅｓｔ：ＲＯＩ）を設定し、その直径を変え
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ながら試料１０４を構成する物質毎の面積比を調べる。ある物質が大部分を占めたら、そ
の時のＲＯＩの直径を試料１０４の構成のスケールに関する情報とする。
【００７１】
　別案として、ステップＳ５０１で試料表面の広範囲・高精細画像を撮像しておき、ステ
ップＳ５１３で画像から照射領域１２１の焦点を中心とする関心領域を切り出し、同様な
画像解析を施して試料１０４の構造のスケールに関する情報を取得する手法もある。また
、より簡便には、前述の面積比の平方根を求めて試料１０４の構造のスケールに略比例す
る指標としてもよい。いずれの手法をとるかは、撮像部６０１の性能及び処理速度等に依
存する。
【００７２】
　本実施形態の構成では、構造取得部１３１が試料１０４の構造の大きさに関する情報を
取得し、取得した情報を用いて、判別に用いる測定スペクトルの周波数範囲を決定する。
このような構成にすることにより、測定点毎に、試料１０４の構造のスケールに応じて適
した周波数範囲での判別を行うことができるため、周波数範囲を変更しない場合と比較し
て判別の精度を向上できる。また、照射領域１２１を撮像した画像をもとに、試料１０４
の構造のスケールに関する情報を取得する。そのため、試料１０４が筐体１１５内に格納
されていて試料面等を目視し難い場合においても照射領域１２１を確認できるため、測定
が容易になるという利点もある。
【００７３】
（第３の実施形態）
　第３の実施形態の測定装置７００（以下、「装置７００」と呼ぶ）について、図７を参
照して説明する。装置７００は、判別器としての識別フィルタやその関連データのデータ
ベースをＰＣ１１３の外部の記憶媒体７０１が有している点が第１、第２の実施形態と異
なる。なお、図７には筐体１１５の内部の構成を記載していないが、これは第１の実施形
態と同様である。本実施形態の測定装置はデータベース（ＤＢ）７０１を有している。該
ＤＢ７０１は、様々な種類の物質について、種類又は状態別に、各物質の構造の代表的な
スケール（大きさの代表値）と、スケールに基づいて作成された識別フィルタとが格納さ
れている記憶媒体である。また、ＤＢ７０１は、ＰＣ１１３と接続されており、測定及び
試料１０４の構成物質の判別のための解析の際に、ＰＣ１１３が所望するデータにアクセ
スできるよう構成されている。
【００７４】
　識別フィルタは、判別を行う前に用意しておく必要がある。判別する可能性のある物質
と周波数範囲がそれぞれ複数あるため、それらに対応する識別フィルタを全て記憶するＤ
Ｂ７０１のサイズは膨大なものとなりうる。一方、試料となる物質が定まれば解析の際に
必要なデータ（識別フィルタ）は一部分でよい。ＰＣ１１３はステップＳ５０３で入力さ
れた試料の種類をもとに、適切な範囲のデータをＤＢ７０１から抽出して記憶部１１６に
読み込む。なお、ここまでＤＢ７０１は、装置７００と一体の構成として説明したが、交
換可能な外部の記憶装置（メディア）、又はネットワーク経由で接続されていてもよい。
【００７５】
　以上の様に、本実施形態では、試料の種類別に、各試料の構造の大きさの代表値を記憶
するデータベースを備える。そして、判別部１３２が、測定した試料１０４の構成物質を
判別する際に使用する測定スペクトルの周波数範囲を、データベースから抽出したデータ
から取得した試料１０４の構造の大きさに関する情報を用いて設定する。そのため、本実
施形態によれば、測定点毎に、試料１０４の構造のスケールに適した周波数範囲での判別
を行うことができるため、周波数範囲を変更しない場合と比較して判別の精度を向上でき
る。
【００７６】
　また、大容量のＤＢ７０１と高速アクセスが可能な記憶部１１６とを併用することで、
広範囲な試料１０４の構成物質の判別を高速に行うことができる。また、識別フィルタの
更新や追加が容易となる利点がある。
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【００７７】
　なお、試料の構造の大きさに関する情報の取得には、ＤＢ７０１から取得できるデータ
に加えて、観察部１２０の測定結果も併せて用いてもよい。また、観察部１２０を有さず
、ＤＢ７０１から得られるデータのみから試料１０４の構造の大きさに関する情報を取得
する構成でもよい。
【００７８】
（第４の実施形態）
　第４の実施形態の測定装置８００（以下、「装置８００」と呼ぶ）について、図８を参
照して説明する。上述の実施形態は、試料１０４で反射したテラヘルツ波２０２を検出す
る反射系の測定装置であったのに対し、本実施形態は透過系の構成を有する。発生部１０
２から発生したテラヘルツ波２０１は、照射部８３０の集光部８０３によって集光され、
試料８０４に照射される。試料８０４は、ステージ８０５に不図示の治具を用いて固定さ
れている。治具には、試料８０４を透過したテラヘルツ波８１０が通過する孔が形成され
る。試料８０４を通過したテラヘルツ波８１０は、集光部８０６によって集められ、検出
部１０７によって検出される。また、先の実施形態と同様、観察部１２０によって試料８
０４上の照射領域８０７が観察され、その観察結果を用いて構造取得部１３１が、照射領
域８０７における試料８０４の構造のスケールに関する情報を取得する。
【００７９】
　試料８０４は、平板状で表面が平滑であり、テラヘルツ波を良く透過する物質で構成さ
れる。また、その厚みは、既知か別途測定によって調べておく必要がある。つまり、固有
の加工装置で所定の厚みに切り出される試料片や、セル状の治具で等間隔に把持される試
料（液体も含む）、各種の基板、などが本実施形態の試料に適している。本実施形態では
、試料８０４の透過率スペクトルを測定する。比較および判別は、透過率スペクトルを用
いてもよいし、試料８０４の厚みの値を用いて算出した複素屈折率スペクトル、すなわち
実部の屈折率スペクトルと虚部の消衰係数スペクトルとを用いてもよい。
【００８０】
　本実施形態の装置８００は、構造取得部１３１が試料８０４の構造の大きさに関する情
報を取得し、取得した情報を用いて、判別に用いる測定スペクトルの周波数範囲を決定す
る。このような構成にすることにより、測定点毎に、試料８０４の構造のスケールに応じ
て適した周波数範囲での判別を行うことができるため、周波数範囲を変更しない場合と比
較して判別の精度を向上できる。また、装置８００のように試料８０４を透過したテラヘ
ルツ波８１０を測定する透過系の測定装置では、一般に、反射系と比較して取得するスペ
クトルの精度が高いという利点がある。
【００８１】
（第５の実施形態）
　第５の実施形態について説明する。本実施形態は、観察部１２０を持たず、ステップＳ
５０３などで入力した条件と識別フィルタの出力とを用いて試料の構造のスケールを判断
する点が先の実施形態と異なる。なお、本実施形態では、観察部１２０を有する構成とし
ても良いし、観察部１２０を有さない構成としてもよい。観察部１２０を有さない方が、
コンパクトな装置にできる利点がある。
【００８２】
　本実施形態では、判別が困難であった測定点について、スケールの異なる別の識別フィ
ルタで判別を行う。まず、第１の実施形態のステップＳ５０３と同様の手順で入力した試
料の種類から、その試料の構造が持つ様々なスケールを把握し、対応する識別フィルタを
準備する。これらは第３の実施形態のデータベースから取得する構成としても良い。つい
で、対応する識別フィルタのうち最もスケールの大きい、すなわちスペクトルの周波数範
囲の広い識別フィルタを用いて、測定したスペクトルを処理し、判別結果と事後確率の推
定値を求める。推定値が所定の値（例えば０．６＝６０％）より低い場合は、一致条件を
満たさないとして、設定したスケールが適当ではなかったと判断し、より小さな周波数範
囲で同様に判別結果と事後確率を求める。分布測定の結果を得る場合には、測定点毎にこ
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する。すなわち、これは、測定点の近傍が想定外の物質や構造を有するか、異なる物質と
の境界を含んでいる場合である。
【００８３】
　また別の形態として、全測定点について、複数の判別器で判別を行う構成がある。網羅
的な判別作業の後、測定点毎に事後確率が最大となる物質を、最終的な判別結果として採
用する。いずれの場合も、構造のスケールに関する情報として、予め取得しておいた複数
の物質の情報と事後確率とを用いている。また、判別器のうち、最も広い周波数範囲のス
ペクトルを用いて取得した判別器を用いてから、事後確率から測定スペクトルの周波数範
囲を設定する構成でもよい。
【００８４】
　更なる別の形態として、入力した試料の種類から適切なスケール、ひいては識別フィル
タを１つだけ選択し、全ての測定スペクトルを判別する形態も考えられる。試料内の構造
のスケールの違いを無視するため、判別の精度は先の実施形態に劣るが、構成はより簡便
である。
【００８５】
　本実施形態の判別部１３２では、測定スペクトルと予め取得しておいた標本スペクトル
との類似の程度を取得し、測定スペクトルが標本スペクトルのいずれのものにあたるかを
判別する。その際、判別部１３２は、判別に用いる測定スペクトルの周波数範囲に対応す
るように作成された複数の判別器を備える。測定スペクトルが複数の標本スペクトルの何
れにあたるかの判別は、周波数範囲の異なる複数の判別部１３２が取得した類似の程度の
指標が高いものを選んで決定する。類似の程度の指標としては、上述した事後確率を用い
る。
【００８６】
　このように、本実施形態は、予め取得しておいた複数の物質の情報及び事後確率から試
料の構造の大きさに関する情報を取得し、取得した情報を用いて、判別に用いる測定スペ
クトルの周波数範囲を設定する。このような構成にすることにより、測定点毎に、試料８
０４の構造のスケールに応じて適した周波数範囲での判別を行うことができるため、周波
数範囲を変更しない場合と比較して判別の精度を向上できる。
【００８７】
　以上、本発明の好ましい実施形態について説明したが、本発明はこれらの実施形態に限
定されず、その要旨の範囲内で種々の変形及び変更が可能である。また、上述の各実施形
態は適宜組み合わせることができる。
【符号の説明】
【００８８】
　１００　測定装置
　１０４　試料
　１０７　検出部
　１０８　スペクトル取得部
　１３０　照射部
　１３１　構造取得部
　１３２　判別部
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